























また，OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）2013 によると，日本の教員の 1 週間当たりの勤
務時間は参加国中最長（日本 53.9 時間，平均 38.3 時間）であり，授業以外の課外活動（スポーツ・
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イギリスがほぼ 50％に対し，日本は 18％である（文部科学省「学校基本統計報告書」平成 25 年度）。

































































































































































課題であること（油井原 2016）（大阪府公立小中学校主査会特別委員会 2016）（加藤美 2017）など，
具体的な業務場面ごとに担当業務を分明しながら進めることが必要である。「チーム学校」では業
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